
The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Sooiety 　of 　Eduoational 　Sooiology

　　　 地方分散政策の 再検討

一大学進学機会の 地域間格差 に注 目 して一

島　一則 （東京工 業 大学大学院）

1．は じめに

　1976年の高等教育懇談会 に よ る 「昭和五 十年代前期

高等教育計画」 に お い て 、大学進 学機会の 地域間格差

の 是正 を目標 と した大学の 地方分散政策 （以下 「地方

分散政策」〉が提示 され てか ら20年がた っ た 。 そこ で

本報告で は 、都道府県単位の 定量的なデータ を用 い

て、こ の 期間 に 大学の 地方分散 と大学進学機会の地域

間格差 の 是正 が どの よ うに進ん だの か を明 らか に す

る 。 そ して こ の こ とに よ り地方分散政策の 再検討を行

うこと をその課題 とする 。

2．地方分甑政策 の概略

　1976年 の 「昭 和五 十年代 前期高等教育計画」 に お い

て、地方分散政策が提示 され て以 降、そ の 後の 一連 の

高等教育計画 に お い て も地方分散政策 は保持 されて き

た 。 しか しなが ら1984年の 大学設置審議会大学設置計

画分科会 に よ る 「昭和六十一年以 降の高等教育計画 に

つ い て 」で は、1986年以 降に 予測 され る 18歳人ロ の 急

増に 対する臨時定員増に っ い て は 、地域的な制限が
．
な

されなか っ た 。 その結果 、臨時 定員増 が大都市圏 を中

心に なされ る こ とに な っ た 。 また こ の 臨時定員増 は

1992年以 降漸 次解消 され る こ ととされ て い た が 、こ れ

が進んで い ない の が実状 である 。

3．地方分散 と進学機会の地域闘格差の 是正

　それ で は以 上 の よ うな地方分 散政策 の も と で 、大 学

の地方分散 と大学進学機会の 地域間格差の 是正 （男女

別）が どの ように進 んで きた の かを分析す る 。 用 い る

指標 は 以下 の 三 つ で あ る 。

一
つ は 各都 道府県 の 大学収

容率 （大学志願率）の標準偏差 であ る （図 1） 。 二 つ

め が47都道府県の レ ン ジであ る （図 2 〜 7 ）。そ し て

三 つ めが 分窃図にお け る回帰直線の傾 きで ある （図 2

−一　7 ＞。 図 2 を例 に して 、レ ン ジと回帰直線の傾 きの

解釈の仕方 を説明す る 。 図 2 は横軸が 1976年の 各都道

府県の 大学収容率で あ り、縦軸が 1986年の 大学収容率

をとっ た分布図で ある 。 図 中の長方形は 、それぞれの

年の 大学収容率の 最大値、最小値か ら対応する軸 に垂

線 を引 くこ とに よ っ て 作成 した もの であ る。
こ の 長方

形 が横 長で あれ ば、二 時点間で 地方分散が進展 したこ

とを意味す る 。 逆に 縦長 であれ ば 、後退 した こ とを意

味す る。ま た図中の 実線 に よる斜線 は 、1976年 の 大学

収容率に よ っ て 1986年の 大学収容率を回帰 した回帰直

線で ある 。 この回帰直線の 傾 きが 1よ り小さければ、

地方分散 が 二 時点間に お い てすすん だこ とを意味す

る 。 逆に は り 大きければ 、後退 した こ とを意味す

る
。

　以上の 指標の 変動を1976年 、1986年 、1993年の 三 時

点間に つ い て ま とめ た もの が 表 1 であ る
。

こ れ よ り 、

1976年か ら1986年 に か けて、地方分散 も大学進学機会

の 地域間格差の 是正 も進展 して きた こ とが わ か る 。 し

か し なが ら 1986年か ら1993年に か けて は 、大都市圏を

中心に な された臨 時定員 増 な どの 影響 を受 け 、地方分

散 と大学進学機会の 地域間 格差の 是正 は 、停滞 も し く

は 後退 しつ つ あ る ことが わか っ た 。

表 1 1976 −19861986 ・1993

標準偏 差 減少 若 干 増加地方分散化

（大学収容率） レ ン ジ 縮 小 若干拡大

傾 き 1以 下 ≒ 1

標 準偏差 滅少 停滞進学格差是正

　　 男子

（大学志願率）

レ ン ジ 縮小 若 干 縮小

傾き 1以下 ≒ 1

標準偏 差 減少 若干増加進学格差是正

　　 女子
1

　　噛　“
レ ン ン 縮小 若干拡大

傾 き 1以下 ≒  

4．地方分散政策の 検討

　以上 の こ と か ら、1976 年以降保持 され て きた地方分

散政策 は 、1986年 まで は効果 を発揮 する が 、それ以

後 、臨 時 定員増が大都市圏を中心に し て な され るな ど

した こ とによ り、実質的な意味 を失 い つ つ あ る こ とが

わ か っ た 。 また こ の こ とか ら、現在検討され て い る第

五 次高等教育計画 （仮称 ）にお ける臨時定員増 へ の対

応 が 、今後の地方分散政策の あ り方に 大 きな影響 を持

つ と考 え られ る
。
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標準偏 差 の 時 系 列 的変動
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